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会員行における｢地域密着型金融推進計画」の進捗状況

（概要）

平成１８年１２月２１日

(社) 第二地方銀行協会

１．全体の進捗状況

地域密着型金融にかかる多くの取組み項目において、平成 17 年 4 月～18 年 9

月（「重点強化期間」の 1 年半経過時点）の実績は、平成 15 年 4 月～16 年 9 月（「集

中改善期間」の 1 年半経過時点。以下「集中改善期間同期」という）の実績を上

回り、地域密着型金融が着実に浸透していることが伺える。

２．個別項目の進捗状況

(1) 創業・新事業支援機能等の強化

創業支援融資実績が集中改善期間同期の 3.3 倍となるなど、創業・新事業

支援の取組みは着実に進んでいる。

(2) 取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化

ビジネスマッチングの成約件数が集中改善期間同期の 4.8 倍となり、破綻

懸念先以下のランクアップ率が 5.8％ポイント上昇して 23.7％となるなど、

経営相談・支援の取組みについても実績につながる取組みが進められている。

(3) 事業再生に向けた積極的取組み

破綻懸念先以下への支援取組み先数は着実に増加しており、エグジット・

ファイナンス、企業再生ファンドへの出資も増加している。

(4) 担保・保証に過度に依存しない融資の推進等

スコアリングモデルを活用した融資は集中改善期間同期の 1.7 倍、財務制

限条項を活用した融資は 2.9 倍、財務諸表の精度が相対的に高い中小企業に

対する融資は 3.0 倍と着実増加しており、肉牛や在庫蒲鉾等を担保とした融

資など、動産担保融資への新たな取組みも表れ始めている。

以 上



会員行における「地域密着型金融推進計画」

の進捗状況および当協会の対応について

平成１８年１２月２１日
社団法人 第二地方銀行協会

当協会では、昨年 3月 29 日に金融庁から公表された「地域密着型金融の機能強化の推進に

関するアクションプログラム（平成 17～18 年度）」に基づき、会員行（47 行：平成 18 年 9

月末現在）が作成した「地域密着型金融推進計画」の平成 17 年 4月～18 年 9月における進捗

状況および当協会の対応を取りまとめました。
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Ⅰ.全体の進捗状況

会員行では、「リレーションシップバンキングの機能強化に関する

アクションプログラム」（平成 15 年４月～17 年３月）以降、地域密着

型金融の機能強化に向け、各行の地域の特性や利用者ニーズに応じた

取組みを推進している。

その結果、地域密着型金融にかかる多くの取組み項目において、平

成 17 年 4 月～18 年 9 月（「重点強化期間」の 1 年半経過時点）の実績

は、平成 15 年 4 月～16 年 9 月（「集中改善期間」の 1 年半経過時点。

以下「集中改善期間同期」という）の実績を上回り、地域密着型金融

が着実に浸透していることが伺える。
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Ⅱ.個別項目の進捗状況

１．事業再生・中小企業金融の円滑化

(1) 創業・新事業支援機能等の強化

会員行では、飲食業支援企業との提携による飲食店の新規開業のサポート、地元大学

の教官を「技術評価アドバイザー」として地元企業に派遣するサービスの開始など、積

極的な創業・新事業支援を実施している。その結果、平成 17 年 4 月～18 年 9 月の実績

を集中改善期間同期の実績と比較すると、創業支援融資商品の取扱金額は 3.3 倍（件数

は 4.1 倍）、企業育成ファンドへの出資額は 2.9 倍となっている。

（H15.4～16.9） （H17.4～18.9）

 創業支援融資商品： 362 件 40 億円 ⇒ 1,498 件 132 億円

 企業育成ファンドへの出資： 20 億円 ⇒ 58 億円

 政府系金融機関との協調投融資： 89 件 107 億円 ⇒ 168 件 107 億円

※１．会員行における特徴的な取組み事例は別添１、新アクションプログラムにおける当協会の対応は別添２、特徴

的な経営支援（経営改善・事業再生）事例は別添３参照。

２．集中改善期間の１年６か月経過時点の実績も 47 行ベースで算出している（以下同じ）。
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【具体的な施策の実績】

① 創業支援融資商品等の実績

② 政府系金融機関等との協調投融資の実績

（単位：件、百万円）

件数 金額 件数 金額 件数 金額

創業支援融資商品 1,498 13,205 502 5,197 362 4,002

企業育成ファンドへの出資 5,767 1,551 2,022

産業クラスターサポートローン 11 173 3 25 9 197

新連携事業に対する支援 ※ 19 1,216 3 292

メザニン投融資 4 954 2 114

企業間の新たな連携のことである。

平成17年4月～18年9月

※ 新連携事業とは、「中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律」（中小企業新事業活動促進法）に基づく中小

（参考）集中改善期間の
１年６か月経過時点
（Ｈ15.4～16.9）の計数うち18年度上期

（単位：件、百万円）

件数 金額 件数 金額 件数 金額

日本政策投資銀行 20 1,031 4 35 8 1,390

中小企業金融公庫 25 4,047 11 1,226 36 5,485

商工組合中央金庫 35 4,257 4 730 14 1,812

国民生活金融公庫 39 590 26 330 23 555

その他 49 759 15 135 8 1,410

合 計 168 10,684 60 2,456 89 10,652

（参考）集中改善期間の
１年６か月経過時点
（Ｈ15.4～16.9）の計数

平成17年4月～18年9月

うち18年度上期



4

(2) 取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化

会員行では、取引先企業のニーズに応じた専門部署の設置、外部専門機関との連携の

強化など、取引先企業に対する経営相談・支援機能を強化している。特に、ビジネスマ

ッチング成約件数は、集中改善期間同期比 4.8 倍と大幅に増加している。

（H15.4～16.9） （H17.4～18.9）

 ビジネスマッチング成約件数： 464 件 ⇒ 2,224 件

また、会員行では、平成 17 年 4 月～18 年 9 月に全体で 581,440 先の期初債務者のう

ち 11,977 先の経営改善支援に取組んだ。このうち、要注意先以下の経営改善支援先

11,137 先の 19.9％に当たる 2,220 先がランクアップしている。特に、抜本的な再生手

法を要する破綻懸念先以下のランクアップ率は、集中改善期間同期比＋5.8％の 23.7％

となっている。

（H15.4～16.9） （H17.4～18.9）

 破綻懸念先以下のランクアップ率（先）： 17.9％（314 先） ⇒ 23.7％（405 先）
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【具体的な施策の実績】

① 取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化

② ランクアップ率の推移

（単位：件数）

平成18年度上期

ビジネスマッチング成約件数 2,224 881 464

株式公開支援実績 6 1

社債発行支援実績 1,088 391

Ｍ＆Ａ支援実績 54 26

（参考）集中改善期間の
１年６か月経過時点
（Ｈ15.4～16.9）の計数

平成17年4月～18年9月

破綻懸念先以下のランクアップ率

平成17年4月～
18年9月

19.9%19.9%

17.9%23.7%

要注意先以下のランクアップ率

(参考)集中改善期間の
１年６か月経過時点
（Ｈ15.4～16.9）の計数
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経営改善支援取組み実績（平成 17 年 4 月～18 年 9 月）

（単 位 ：先 数 ）

α の うち期 末 に 債 務
者 区 分 が ランクア ップ

した 先 数 β

ラン クア ップ 率
（β ／ α ）

α の うち期 末 に 債
務 者 区 分 が 変 化 し
な か った 先 γ

正 常 先 458 ,2 90 840 325

うち そ の 他 要 注 意 先 8 6 ,2 14 7 ,9 82 1 ,4 2 9 17 .9 % 5 ,4 4 0

うち要 管 理 先 5,408 1 ,4 46 38 6 26 .7 % 716

破 綻 懸 念 先 16 ,287 1 ,5 72 36 4 23 .2 % 905

実 質 破 綻 先 10 ,625 102 2 6 25 .5 % 62

破 綻 先 4 ,616 35 1 5 42 .9 % 16

合 計 581 ,4 40 11 ,9 77 2 ,2 2 0 7 ,4 6 4

要 注 意 先 以 下 の ランクア ップ 率 11 ,137 2 ,2 2 0 19 .9 %

破 綻 懸 念 先 以 下 の ランクア ップ 率 1 ,709 40 5 23 .7 %

(注 ）・期 初 債 務 者 数 お よび 債 務 者 区 分 は 平 成 17年 ４月 当 初 時 点 で 整 理 。
・債 務 者 数 、経 営 改 善 支 援 取 組 み 先 は 、取 引 先 企 業 （個 人 事 業 主 を 含 む 。）数 で あ り 、個 人 ロー ン 、住 宅 ロー ンの み
の 先 を 含 ま な い 。

・β に は 、当 期 末 の 債 務 者 区 分 が 期 初 より上 昇 した 先 数 を 記 載 。
な お 、経 営 改 善 支 援 取 組 み 先 で 期 中 に 完 済 した 債 務 者 は α に 含 む もの の β に 含 ま な い 。

・期 初 の 債 務 者 区 分 が 「うち要 管 理 先 」で あ った 先 が 期 末 に 債 務 者 区 分 が 「うちそ の 他 要 注 意 先 」に 上 昇 した 場 合 は
β に 含 む 。

・期 初 に 存 在 した 債 務 者 で 期 中 に 新 た に 「経 営 改 善 支 援 取 組 み 先 」に 選 定 した 債 務 者 に つ い て は （仮 に 選 定 時 の 債
務 者 区 分 が 期 初 の 債 務 者 区 分 と異 な って い た として も ）期 初 の 債 務 者 区 分 に 従 って 整 理 。

・期 中 に 新 た に 取 引 を 開 始 した 取 引 先 に つ い て は 本 表 に 含 ま な い 。
・γ に は 、期 末 の 債 務 者 区 分 が 期 初 と変 化 しな か った 先 数 を記 載 。
・み な し正 常 先 に つ い て は 正 常 先 の 債 務 者 数 に 計 上 。

期 初 債 務 者 数 うち
経 営 改 善 支 援
取 組 み 先 α

要
注
意
先
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経営改善支援取組み実績（平成 18 年度上期）

（単 位 ：先 数 ）

α の うち 期 末 に 債 務
者 区 分 が ラン クア ップ

した 先 数 β

ラン クア ップ 率
（β ／ α ）

α の うち 期 末 に 債
務 者 区 分 が 変 化 し
な か っ た 先 γ

正 常 先 448 ,6 96 42 2 35 3

うち そ の 他 要 注 意 先 8 8 ,2 23 6 ,3 9 7 5 4 9 8 .6 % 5 ,4 3 9

うち 要 管 理 先 4 ,5 23 1 ,1 0 6 1 4 1 1 2 .7 % 83 0

破 綻 懸 念 先 16 ,5 22 1 ,3 2 2 1 3 7 1 0 .4 % 1 ,0 5 9

実 質 破 綻 先 9 ,8 59 11 8 5 4 .2 % 10 3

破 綻 先 3 ,7 33 3 5 7 2 0 .0 % 2 4

合 計 571 ,5 56 9 ,4 0 0 8 3 9 7 ,8 0 8

要 注 意 先 以 下 の ラン クア ップ 率 8 ,97 8 8 3 9 9 .3 %

破 綻 懸 念 先 以 下 の ラン クア ップ 率 1 ,47 5 1 4 9 1 0 .1 %

(注 ）・期 初 債 務 者 数 お よ び 債 務 者 区 分 は 平 成 18年 4月 当 初 時 点 で 整 理 。
・債 務 者 数 、経 営 改 善 支 援 取 組 み 先 は 、取 引 先 企 業 （個 人 事 業 主 を 含 む 。）数 で あ り 、個 人 ロ ー ン 、住 宅 ロ ー ンの み
の 先 を 含 ま な い 。

・β に は 、当 期 末 の 債 務 者 区 分 が 期 初 よ り上 昇 した 先 数 を 記 載 。
な お 、経 営 改 善 支 援 取 組 み 先 で 期 中 に 完 済 した 債 務 者 は α に 含 む もの の β に 含 ま な い 。

・期 初 の 債 務 者 区 分 が 「うち要 管 理 先 」で あ っ た 先 が 期 末 に 債 務 者 区 分 が 「うち そ の 他 要 注 意 先 」に 上 昇 した 場 合 は
β に 含 む 。

・期 初 に 存 在 した 債 務 者 で 期 中 に 新 た に 「経 営 改 善 支 援 取 組 み 先 」に 選 定 した 債 務 者 に つ い て は （仮 に 選 定 時 の 債
務 者 区 分 が 期 初 の 債 務 者 区 分 と異 な っ て い た として も ）期 初 の 債 務 者 区 分 に 従 って 整 理 。

・期 中 に 新 た に 取 引 を 開 始 した 取 引 先 に つ い て は 本 表 に 含 ま な い 。
・γ に は 、期 末 の 債 務 者 区 分 が 期 初 と変 化 しな か った 先 数 を 記 載 。
・み な し正 常 先 に つ い て は 正 常 先 の 債 務 者 数 に 計 上 。

期 初 債 務 者 数 うち
経 営 改 善 支 援
取 組 み 先 α

要
注
意
先
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(3) 事業再生に向けた積極的取組み

会員行では、取引先企業の早期事業再生に向け、再生支援実績(成功事例等)や再生ノウ

ハウをもとに企業再生支援マニュアルを策定するなどの態勢強化に取組むとともに、外

部機関との連携や再生ファンドを活用した事業再生に取組んでいる。その結果、エグジ

ット・ファイナンスの取扱金額は集中改善期間同期と比べると 5.7 倍（件数は 3.9 倍）

となるほか、企業再生ファンドへの出資も増加している。

また、事業再生に取組むに当って、中小企業再生支援協議会と連携することによりモニ

タリングを強化したり、整理回収機構（ＲＣＣ）の企業再生スキームの活用等も進んで

いる。

（H15.4～16.9） （H17.4～18.9）

 エグジット・ファイナンス ： 8 件 33 億円 ⇒ 31 件 188 億円

 企業再生ファンドへの出資 ： 1,591 百万円 ⇒ 1,997 百万円

 中小企業再生支援協議会への案件持込み： 227 件 ⇒ 278 件
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【具体的な施策の実績】

① 企業再生ファンド、デット・デット・スワップ（ＤＤＳ）等の活用

② 中小企業再生支援協議会等の活用

（単位：件、百万円）

件数 金額 件数 金額 件数 金額

プリパッケージ型事業再生 9 3 11

企業再生ファンドへの出資 1,997 436 1,591

デット・エクイティ・スワップ 6 5,517 1 200 10 3,771

デット・デット・スワップ 13 3,728 1 1,000 7 5,024

ＤＩＰファイナンス 34 6,950 10 1,857 68 52,925

エグジット・ファイナンス 31 18,770 11 2,682 8 3,320

（参考）集中改善期間の
１年６か月経過時点
（Ｈ15.4～16.9）の計数うち18年度上期

平成17年4月～18年9月

（単位：件、百万円）

件数 金額 件数 金額

278 160 65,226 84 48 16,483 227

うちメイン行としての実績 189 87 45,839 61 29 13,589

57 23 23,909 27 10 6,602

うちメイン行としての実績 28 11 13,338 11 8 6,312

（参考）
集中改善期間
の１年６か月経
過時点（Ｈ15.4
～16.9）の案件
持込み件数

支援（再生計画策定）決定

平成１7年４月～18年９月

ＲＣＣの活用

支援（再生計画策定）決定案件持込み
件数

平成18年度上期

案件持込み
件数

中小企業再生支援協議会の活用
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(4) 担保・保証に過度に依存しない融資の促進等

会員行では、不動産担保・保証に過度に依存しない融資を促進するとともに、中小企業

の資金調達手法の多様化等に向けた取組み等を推進しており、集中改善期間同期と比べる

と、財務諸表の精度が相対的に高い中小企業に対する融資の取扱金額は 3.0 倍（件数は 5.1

倍）、財務制限条項を活用した融資の取扱金額は 2.9 倍（件数は 2.2 倍）となっている。

また、会員行では、肉牛畜産農家の肉牛や蒲鉾製造業者の在庫蒲鉾等を担保とした動産

担保融資の取組みも表れ始めている。

（H15.4～16.9） （H17.4～18.9）

 スコアリングモデルを活用した融資： 75 千件 5,666 億円 ⇒ 111 千件 9,629 億円

 財務諸表の精度が相対的に

高い中小企業に対する融資 ： 1,963 件 681 億円 ⇒ 9,990 件 2,047 億円

 財務制限条項を活用した融資 ： 290 件 180 億円 ⇒ 646 件 524 億円

 私募債の取扱い ： 544 件 695 億円 ⇒ 1,095 件 1,086 億円

 シンジケートローン ： 1,660 件 4,947 億円 ⇒ 2,731 件 7,731 億円
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【具体的な施策の実績】
① 不動産担保・保証に過度に依存しない融資を促進

② 中小企業の資金調達手法の多様化等

（単位：件、百万円）

件数 金額 件数 金額 件数 金額

スコアリングモデルを活用した融資 110,654 962,891 30,140 313,865 74,941 566,592

財務制限条項を活用した融資 646 52,419 192 16,682 290 18,037

平成17年4月～18年9月 （参考）集中改善期間の
１年６か月経過時点
（Ｈ15.4～16.9）の計数うち18年度上期

（単位：件、百万円）

件数 金額 件数 金額 件数 金額

9,990 204,741 4,561 85,305 1,963 68,108

ＴＫＣとの連携による融資 103 781 25 188 152 1,084

独自の商品による融資 9,887 203,960 4,536 85,117 1,811 67,024

2,731 773,084 888 232,469 1,660 494,696

うちアレンジャーとして 113 51,217 43 12,568 64 50,638

うち融資団として 2,618 721,867 845 219,901 1,596 444,058

6,165 61,502 1,664 17,955 4,581 48,798

うち売掛債権担保融資 6,156 60,322 1,657 17,225 4,581 48,798

うち動産担保融資 9 1,180 7 730 0 0

1,095 108,610 400 35,510 544 69,504

537 42,669 118 8,898 518 24,030

うちＣＬＯの実績 419 10,318 81 2,019 451 13,180

192 195,713 40 42,808 103 181,912

3 97 1 60 1 50

（参考）集中改善期間の
１年６か月経過時点
（Ｈ15.4～16.9）の計数うち18年度上期

平成17年4月～18年9月

債権流動化、証券化の実績

ノン・リコースローンの実績

動産・債権譲渡担保融資の実績

私募債の実績

知的財産担保融資の実績

財務諸表の精度が相対的に高い中小企業
に対する融資

シンジケートローン
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(5) 顧客への説明態勢の整備、相談苦情処理機能の強化

(6) 人材の育成

【具体的な施策の実績】

会員行では、本部担当者による各ブロック毎の融資説明責任研修の実施など顧客への説

明態勢の整備に取り組んでいる。また、苦情・相談報告システムによる速やかで漏れのな

い体制整備やコンプライアンス・ターゲット監査担当者の配置等により、苦情処理態勢の

強化を進めている。

会員行では、人材育成に向けて、各種研修・通信教育の実施や資格取得の推進が積極的

に行われている。

（単位：人）

平成18年度上期

1,202 334 3,772

22,774 8,587 60,669

4,409 1,670 28,083

（参考）集中改善期間
以降（Ｈ15.4～18.9）

の累積数

外部研修への参加・派遣

通信教育の受講

内部研修への参加

平成17年4月～18年9月
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２．経営力の強化

会員行では、経営力の強化に向けた各種取組みを実施しており、以下ような取組みを実

施している会員行もある。

(1) リスク管理態勢の充実

○ 債務者の状況に変化があった場合には、即座に格付・債務者区分を見直す随時査定制度への

移行を終え、リスク感応度の高い管理態勢を実現した。

(2) 収益管理態勢の整備と収益力の向上

○ 収益管理システムによる各種データ(営業店収益実績、顧客採算管理用データ)の営業店還元

および顧客採算管理機能の営業店試行を開始した。

(3) ガバナンスの強化

○ 特定した業務プロセスに対して、業務プロセス毎のリスクアセスメントに基づく文書化とサ

ンプルチェックによるモニタリングを実施し、定期的に経営陣へ報告を行なっている。

(4) 法令等遵守（コンプライアンス）態勢の強化

○ 使用パソコン管理強化のため、パソコン内文書の暗号化、情報系システムにおける作業ログ

の取得項目の追加等を実施した。

(5) ＩＴの戦略的活用

○ 双方向テレビ相談システムを導入した。
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３．地域の利用者の利便性向上

【具体的な施策の実績】

会員行では、顧客満足度アンケート調査等の結果を踏まえ、平日夜間・土日祝日も営業

する「マネープラザ」や預かり資産専門店の設置等、地域の利用者の利便性向上を図る取

組みを実施している。また、県内企業を応援する投資信託ファンドの取扱いや豪雪等の被

災者に配慮した商品の取扱い等、地域活性化へ積極的に取組んでおり、ＰＦＩの実績も着

実に増加している。

（H15.4～16.9） （H17.4～18.9）

 ＰＦＩの取組み実績： 5 件 22 億円 ⇒ 15 件 104 億円

（単位：件、百万円）

件数 金額 件数 金額 件数 金額

ＰＦＩへの取組み 15 10,448 8 6,886 5 2,222

（参考）集中改善期間の
１年６か月経過時点
（Ｈ15.4～16.9）の計数うち18年度上期

平成17年4月～18年9月


